
資料１－１

見込 実績

1
市営住宅のバリア
フリー化の推進

既存の市営住宅においては、市営住宅
長寿命化計画に基づき、高齢者や障害
のある人の生活に配慮したバリアフ
リー化などの改修を進めます。

62.74% 建築課

高齢者、障害の
ある人に配慮し
た市営住宅整備
率

74.70% 74.70%

既設の住宅について、整備予定がな
かったため、令和7年度は各戸の整備は
進めていない。

〇 〇
井杭山住宅（６５戸）の建設を行うことで、市営
住宅のバリアフリー化の推進を行うことができ
た。

3 建築課

2
グループホームの
整備促進

障害のある人が地域で自立した暮らし
が送れるよう、国庫補助制度を活用し
たグループホームの整備を促進しま
す。

7事業所
17施設
103人

障害福祉課
安城市内グルー
プホームの定員

154人 160人

国庫補助制度の活用したグループホー
ムの整備はなかったものの、令和7年6
月に新たにグループホームが開所し
た。
また、市内２か所の日中サービス支援
型グループホームについては、自立支
援協議会の中で評価を行うことで、安
全・安心な住環境を提供することがで
きた。

〇 〇
グループホーム数は増加したが、利用希望者は多
く、今後も需要は増える見込みで、対応策の検討
が必要である。

3
障害福祉課
障害給付係

3
障害のある人の住
宅改修に対する助
成

身体に重度の障害のある人が、段差解
消など住環境の改善を行うために必要
な経費の一部を助成します。

実施 障害福祉課

安城市在宅重度
身体障害者住宅
改修費給付事業
の実施

実施 実施
在宅重度身体障害者住宅改修費の給付
を3件行った。

〇 〇 適切な申請があった対象者へ給付した。 3
障害福祉課
障害給付係

１－
１

安全・安
心な住環
境の整備
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バリアフリー
法、県条例に基
づいた事業計画
の検討・実施

実施 実施

道路パトロール等により、移動等円滑
化の点字ブロック修繕を実施した。
　Ｌ＝171ｍ　安城駅北口ロータリー他
（予定）令和７年度に段差を緩やかに
する歩道整備工事を実施予定する。
　Ｌ＝130ｍ、市道御幸本上条線

〇

令和6年度に移動等円滑化の点字ブロック修繕を
実施した。
L=145m、安城駅北口ロータリー、L=168ｍ、在来
線三河安城駅南口
令和７年度に段差を緩やかにする歩道整備工事を
実施した。
　Ｌ＝130ｍ、市道御幸本上条線

3 維持管理課

バリアフリー
法、県条例に基
づいた事業計画
の検討・実施

実施 実施
道路改良事業において整備する歩道の
バリアフリー化に努めた。
Ｌ＝255m

〇
道路改良事業において整備する歩道のバリアフ
リー化に努めることで人にやさしいまちづくりを
推進した。

3 土木課

バリアフリー
法、県条例に基
づいた事業計画
の検討・実施

実施 実施

愛知県人にやさしい街づくり推進に関
する条例
　整備計画届出　20件
　適合証交付　　　1件
※R8.3.31現在

〇 必要な手続きを行うことができた。 3 建築課

バリアフリー
法、県条例に基
づいた事業計画
の検討・実施

実施 実施
明祥中学校において多目的トイレがあ
るエレベーター棟を増築した。

〇
9校の小中学校に増築することができた。今後も
計画的に確実に設置していきたい。

3 施設保全課

バリアフリー
法、県条例に基
づいた事業計画
の検討・実施

実施 実施

あんくるバス（桜井線・桜井西線）に
ついて、バリアフリー法対応の車両を
導入した。また、利用者増加による立
席利用に対応するため、作野線の車両
を中型化した。

〇

バリアフリー法対応のバス車両による運行を継続
的に実施することができた。
今後の課題としては、高齢化の進展により車いす
利用者の増加が見込まれるため、運行事業者には
車いすの確実な固定や、利用者への固定ベルト使
用の確認等の確実な実施とともに、バス利用者に
対しても、譲り合いの啓発や、バスを利用できな
い（車両固定に対応していない）電動車いすがあ
ることの周知があげられる。

3 都市計画課

都市公園におけ
る園路等のバリ
アフリー化

実施 実施

バリアフリートイレのない公園にバリ
アフリートイレを設置した。
　日の出公園　大山公園
バリアフリーに配慮した公園のリ
ニューアルを実施した。
　日の出公園　大山公園

〇
バリアフリートイレを7か所の公園に設置し、バ
リアフリーに配慮した公園のリニューアルを6か
所で実施した。

3 公園緑地課

バリアフリー
法、県条例に基
づいた事業計画
の検討・実施

実施 実施
（都）南安城横山線において、道路の
移動等円滑化整備ガイドラインに準拠
した歩道整備を行った。

〇
安城南明治第一土地区画整理事業施行地区の都市
計画道路において、道路の移動等円滑化整備ガイ
ドラインに準拠した歩道整備を行った。

3
区画整理課
（旧：南明
治整備課）

バリアフリー
法、県条例に基
づいた事業計画
の検討・実施

－ 未実施

R6から引き続き、点字ブロック設置の
ため、関係する愛知県と協議を行った
が、歩道用地が狭く施工しないことと
なった。

－
安城桜井駅周辺特定土地区画整理事業施行地区の
都市計画道路において、道路の移動等円滑化整備
ガイドラインに準拠した歩道整備を行った。

3 区画整理課

4
１－
２

人にやさ
しいまち
づくりの
推進

『愛知県人にやさ
しい街づくりの推
進に関する条例』
の推進

「バリアフリー法」、「愛知県人にや
さしい街づくりの推進に関する条例」
に基づき、引き続き道路、公園、建築
物等の生活関連施設のバリアフリー化
を推進します。

実施

維持管理課
土木課
建築課
施設保全課
都市計画課
公園緑地課
南明治整備
課
区画整理課

〇
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5
学校施設等公共施
設のバリアフリー
化の推進

学校施設等公共施設のバリアフリー化
やユニバーサルデザインの考えに基づ
いた整備を推進します。

14校
（1校）

教育委員会
総務課
その他施設
管理部署

エレベーターを
設置した学校数
（累積）
※()内は当該年
度設置校数

24校
（1校）

24校
（1校）

明祥中学校にエレベーターを設置し
た。

〇 〇
小学校７校、中学校3校にエレベーターを設置し
た。

3
教育委員会
総務課

6
多目的トイレの設
置及び多機能化の
推進

公共施設への多目的トイレ（注１）の
設置に努めます。また、施設の利用形
態等を考慮しオストメイト対応など多
機能化に努めます。

（注１）令和３年２月現在、国土交通
省ではバリアフリートイレ等名称変更
が検討されています。

実施
障害福祉課
その他施設
管理部署

多目的トイレの
設置

実施 実施
小学校や公園等の改修時に、多目的ト
イレを設置した。

〇 〇

公共施設への多目的トイレ設置、多機能化につい
て検討し、改修のタイミングでこれを実施した。
市内全公共施設への多目的トイレ設置、多機能化
は完了していないので、引き続き対応していきた
い。

3
障害福祉課
障害福祉係

安城市虐待等防
止地域協議会を
通じた情報共有

実施 実施
安城市虐待等防止地域協議会障害者部
会を通じて、障害者虐待に関する状況
やケースの発生状況等を共有した。

〇
情報共有を行っているが、虐待通報に繋がってい
るかは不明確である。

3
障害福祉課
障害福祉係

自立支援協議会
を通じた情報共
有

実施 実施
自立支援協議会を年３回開催し、情報
共有を行った。

〇
毎年予定どおり年３回開催し、福祉サービスや地
域課題について情報共有や意見交換を行った。

3
障害福祉課
障害給付係

民生委員・児童
委員協議会を通
じた情報共有

実施 実施

全8地区の地区民協において、6月に
「障害者虐待防止」および「障害者
サービス」についての学習会を実施し
た。

〇
障害者施策の周知を行ったことで、障害者の日頃
の見守りを行うということへの民生委員の意識が
高まった。

3 社会福祉課

地区社会福祉協
議会の活動支援
町内福祉委員会
の活動支援

実施 実施

生活支援ネットワーク会議において、
福祉事業所同士の情報交換会などを開
催し地域支援について検討した。住民
による生活支援活動では、活動者同士
の交流会を開催したり、地域と福祉事
業所との連携について検討した。ま
た、地域生活支援拠点等コーディネー
ターと地区社協担当職員との交流を図
り、地域生活支援拠点等コーディネー
ターの業務理解を深めた。

〇

過去5年間において、毎年度、生活支援ネット
ワーク会議を開催し、その中で福祉事業所同士の
情報交換会を実施するとともに、地域支援につい
て検討してきた。また、住民による生活支援活動
では、毎年度、活動者同士の交流会を開催し、活
動の充実を図るとともに、地域と福祉事業所との
連携について検討した。さらに、毎年度、地域生
活支援拠点等コーディネーターと地区社協担当職
員との交流の機会を設け、相互の連携強化に努め
た。また、障害事業所の見学ツアーなども実施し
た。これらにより、地域生活支援拠点等コーディ
ネーターの業務理解の促進につながっている。

3
社会福祉協
議会

障害者が参加で
きる・参加しや
すい事業の検
討・実施

実施 実施

社会福祉協議会に社会参加支援事業を
委託し、講座を実施した。

【Ｒ7実績】
１2事業

〇
社会参加支援事業をつうじて、障害のある人と地
域住民との交流を図るふれあい活動を推進し、ま
た地域活動への支援できたと考える。

3
障害福祉課
障害福祉係

実施

障害福祉課
社会福祉課
社会福祉協
議会

〇

8

１－
３

地域福祉
活動の推

進

地域における交流
機会の創出

地域の住民が「支え手」と「受け手」
に分かれるのではなく、地域、暮ら
し、生きがいをともに創り、高め合う
ことができる地域共生社会の実現に向
け、公民館まつりや福祉センターまつ
り、地域行事を通じ障害のある人と地
域住民との交流を図るふれあい活動を
推進し、また地域活動への支援を行い
ます。

7
１－
３

地域福祉
活動の推
進

地域・専門機関等
との連携の強化と
見守り活動のさら
なる充実

障害福祉サービス等事業者、地域住
民、町内福祉委員、ボランティア、民
生委員・児童委員等と市、市社会福祉
協議会、地区社会福祉協議会などとの
連携を強化します。また、地域見守り
活動推進事業や個別ケースの支援を通
じて把握した情報やニーズについて情
報共有を図り、地域での見守り活動を
推進します。

実施

障害福祉課
市民協働課
生涯学習課
社会福祉協
議会

〇

１－
２

人にやさ
しいまち
づくりの
推進
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障害者が参加で
きる・参加しや
すい町内会活動
が行われるよう
働きかけの実施

実施 実施
令和7年度の町内会長ノートに、障害者
への合理的配慮の啓発チラシを掲載し
た。

〇
町内会に対し障害者への合理的配慮を啓発し、障
害者が参加できる・参加しやすい町内会活動が行
われるよう働きかけることができた。

3 市民協働課

障害者が参加で
きる・参加しや
すい公民館まつ
りの検討・実施

実施 実施
作品展示を主としたが、障害者就労施
設等の物品販売を行った。

〇

公民館まつりで作品展示や障害者就労支援施設等
の物品の販売を行い、様々な地域住民同士の交流
を深めることができた。引き続き、地域住民の交
流を図る機会を促進するよう取り組んでいく。

3 生涯学習課

障害者が参加で
きる・参加しや
すい福祉セン
ターまつりの検
討・実施

実施 実施

福祉センターまつりは、障がいのある
人や高齢者が来場しやすいよう、通路
を広くとる等の工夫をした。障害者の
当事者グループによる発表の場を開催
するセンターもあった。また、障害者
就労施設等で作られた物品販売を行っ
た。

〇

コロナ禍で休止していた各福祉センターまつり
は、再開後継続的に開催できている。また、一旦
減ってしまった参加者も順調に増えてきている。
センターによっては駐車場が不足する等の課題が
ある。

3
社会福祉協
議会

9
各種ボランティア
等の養成講座の充
実

ボランティアの水準に合わせ、入門か
ら専門まで段階的な講座や地域のニー
ズに合ったボランティア養成講座の開
催に努めます。

７講座
０講座

社会福祉協
議会

社会福祉協議会
主催講座
団体自主講座

9講座
3講座

12講座
2講座

傾聴や文字支援、福祉・防災学習サ
ポーター養成講座、IT推進Ｃａｎｖａ
講座、災害ボランティアコーディネー
ター養成講座、災害ボランティア講座
を開催した。
　また、これから活動を始めたいと思
う人に向けたボランティア入門講座、
すでに活動している団体及び個人活動
者との交流会、市民活動団体代表によ
る講演会を開催し、年間を通して活動
者の増進に努めた。継続的に講座を開
催することで、活動者の獲得につな
がった。

〇 〇

毎年開催する養成講座に加え、入門講座ではボラ
ンティアイベントの実施や講演会など内容に変化
を持たせて実施することができた。災害ボラン
ティア活動に関する新たな講座を開催するなど、
講座の充実に努めた。

3
社会福祉協
議会

安城市民活動セ
ンターの運営

実施 実施

市民活動に関する講座の開催、活動場
所及び情報の提供、相談やマッチング
等を行った。また、社会福祉協議会ボ
ランティアセンターと情報共有した。

〇

ニーズや社会情勢に応じた講座の開催をしたほ
か、専門性のあるスタッフによる相談・マッチン
グ等を行い、団体に対する伴走支援を行うことが
できた。

3 市民協働課

社会福祉協議会
ボランティアセ
ンターの運営

実施 実施

中間支援組織ボランティア支援担当者
会に参加し、活動内容や実施事業、課
題などの情報交換等を行った。
日常的なボランティア相談について
も、適宜情報共有を行った。

〇
中間支援組織ボランティア支援担当者会にて日頃
から情報交換を行い、連携に努めた。ボランティ
ア相談においても日常的に情報共有を行った。

3
社会福祉協
議会

11
１－
３

地域福祉
活動の推
進

町内公民館等建設
費補助事業

町内公民館を地域活動の拠点とするた
め、引き続き施設のバリアフリー化に
必要な費用の一部を補助します。

実施 市民協働課
町内公民館等建
設費補助事業の
実施

実施 実施
町内公民館等建設費補助事業におい
て、施設のバリアフリー化に必要な費
用の一部補助を行った。

〇 〇

町内公民館の玄関へのスロープ施工や手すりの設
置、トイレの和式から洋式への改修などのバリア
フリー化に必要な費用の一部を補助することがで
きた。

3 市民協働課

10
１－
３

地域福祉
活動の推
進

ボランティアの活
動支援

安城市民活動センター及び社会福祉協
議会ボランティアセンターと連携し、
ボランティア講座の開催、ボランティ
ア活動の場の提供、ボランティアに関
する情報提供や相談、活動のコーディ
ネートを行います。

実施
市民協働課
社会福祉協
議会

〇

8

１－
３

地域福祉
活動の推

進

地域における交流
機会の創出

地域の住民が「支え手」と「受け手」
に分かれるのではなく、地域、暮ら
し、生きがいをともに創り、高め合う
ことができる地域共生社会の実現に向
け、公民館まつりや福祉センターまつ
り、地域行事を通じ障害のある人と地
域住民との交流を図るふれあい活動を
推進し、また地域活動への支援を行い
ます。

実施

障害福祉課
市民協働課
生涯学習課
社会福祉協
議会

〇
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障害福祉サービ
ス等事業者への
防災計画の作成
や訓練実施の働
きかけ

実施 実施
危機管理課と共に社会福祉施設の避難
計画書の助言を行うため、確認を実施
した。

〇

防災・災害時の避難に関する情報発信や地域の防
災活動を推進するとともに、障害のある人の防災
訓練への参加を促進、当事者間にもその重要性を
周知することができた。

3
障害福祉課
障害福祉係

自立支援協議会
における啓発

実施 実施

共生のまち部会に所属する市内福祉事
業所が共有で閲覧・編集できるフォー
ムを用いて、災害発生を想定した訓練
（災害時情報伝達訓練）を行った。

〇
事業所毎に被害想定を意識してもらい、対策を考
えてもらうことができた。今後は訓練参加率を高
めていきたい。

2
障害福祉課
障害給付係

地域防災訓練の
支援

実施 実施
水防訓練・大雨行動訓練を実施し、要
配慮者に参加してもらった。

〇

5年間で５自主防災会と訓練を行い、要配慮者の
避難誘導訓練を実施した。
今後も、継続的に実施し自主防災会及び消防団と
の連携を強固にしていくことが重要であると考え
る。

3 危機管理課

要配慮者に対す
る避難所等の周
知・広報

実施 実施
要配慮者に避難所等の情報を知ってい
ただくため、要配慮者及びその支援者
の方々へサロン等で周知した。

〇

自主防災組織の中でも要配慮者への避難支援の意
識が高まり、訓練に障害のある人が参加するため
の具体的な行動を起こそうとする組織が出てき
た。

3 社会福祉課

要配慮者に対す
る避難所等の周
知・広報

実施 実施
安城市総合防災訓練の福祉避難所班と
して、明祥福祉センターにて福祉避難
所開設・運営訓練に協力した。

〇

総合防災訓練の福祉避難所班として1会場となる
福祉センターには他の福祉センター職員も参加し
て訓練に参加した。実際に福祉避難所を運営する
には職員数も少なく不安がある。

3
社会福祉協
議会

インターネット
FAX訓練の実施

実施 実施

防災の日（9/1）にインターネットFAX
訓練を実施し、一部返信がない人に対
して個別に連絡し、緊急時に使用でき
るように体制を整えた。

〇

緊急時には、インターネットやインターネット
FAX、安全安心情報メール、防災ラジオ等多様な
媒体等による情報発信を行います。また、聴覚や
言語に障害のある人が事故や急病等を音声によら
ずに緊急通報できる110番アプリシステムや
NET119等の周知を図った。

3
障害福祉課
障害福祉係

災害時の情報伝
達体制の整備

実施 実施

安城防災ナビ、Lアラート、緊急速報
メール、防災ラジオ、市公式ウェブサ
イトなどの多様な手段を用いて、災害
情報を伝達できる体制にしている。

〇

災害時に多様な媒体で情報発信できるよう、安城
防災ナビ、Yahoo！防災速報、市公式ウェブサイ
ト等を整備・強化した。今後も、これらの媒体に
よる情報発信を継続していく。

3 危機管理課

14
避難行動要支援者
支援制度の啓発

災害時に自力で避難することが困難な
要支援者が、的確な支援を受けること
ができるよう避難行動要支援者支援制
度の啓発を行います。また、日ごろの
見守り活動にも活用できるよう地域の
支援者との情報共有を図ります。

80.71% 社会福祉課

名簿情報提供の
同意率
(名簿情報提供の
同意者数/避難行
動要支援者数)

83.0％ 70.6%

6月1日を基準日として新規対象者及び
未同意者への同意勧奨を実施した。ま
た12月1日を基準日として新規対象者へ
の同意勧奨を実施した。引き続き制度
の普及啓発を進め、同意率の向上に努
めた。

△ △

法改正に対応しながら、避難行動要支援者台帳に
加え、個別避難計画の作成を進めた。個別避難計
画は台帳に比べ作成が困難であることから同意率
が下がる傾向にあるため、引き続き啓発する必要
がある。

3 社会福祉課

障害福祉課
危機管理課
社会福祉課
社会福祉協
議会

〇

13 緊急時の情報伝達

緊急時には、インターネットやイン
ターネットFAX、安全安心情報メー
ル、防災ラジオ等多様な媒体等による
情報発信を行います。また、聴覚や言
語に障害のある人が事故や急病等を音
声によらずに緊急通報できる110番ア
プリシステムやNET119等の周知を図り
ます。

実施
障害福祉課
危機管理課

〇

12

１－
４

防災・防
犯等の推

進

防災の啓発

防災・災害時の避難に関する情報発信
や地域の防災活動を推進するととも
に、障害のある人の防災訓練への参加
を促進します。

実施
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特定福祉避難所
との無線通信訓
練の実施

8施設 8施設
防災無線で障害福祉課から特定福祉避
難所となる各施設に無線通信による応
答訓練を行った。

〇
防災無線で障害福祉課から特定福祉避難所となる
各施設に無線通信による応答訓練を行った。

3
障害福祉課
障害福祉係

医療的ケアなど
避難に個別の課
題のある障害者
支援の検討・実
施

実施 実施
医療的ケアが必要な人からモデルケー
スを選び、個別避難計画の作成を行っ
た。

〇
担当の相談支援員と協力して個別避難計画を作成
した。また、協定締結先とは定期的に最新の連絡
先を確認した。

3
障害福祉課
障害給付係

災害時の避難
所・避難生活等
の確保

実施 実施
災害時に特定福祉避難所を確保できる
よう、協定を締結している事業者・団
体に対し、連絡先等の確認を行った。

〇

災害時に特定福祉避難所を確保するため、協定を
結んでいる事業者・団体と連絡先等の確認を行っ
た。今後も定期的に連絡を取り合い、協力関係を
維持していくことが重要である。

3 危機管理課

家具転倒防止器
具取付事業

5件/年 実施

事業が実施できるよう安城市シルバー
人材センターと委託契約を行った。
また、制度周知の為、広報あんじょう
にて周知に努めた。

△
令和６年度に１件実績があった。広報あんじょう
やガイドブックでの案内の他、周知方法について
検討する必要がある。

3
障害福祉課
障害福祉係

家具転倒防止の
普及啓発

実施 実施
自主防災訓練にて、２組織が家具転倒
防止訓練を実施した。

〇

自主防災リーダー養成研修にて、５年間で計４回
の講習を実施した。多くの自主防災組織のリー
ダーに家具転倒防止の重要性を伝えることができ
た。また、地震災害時の死因として家具転倒等に
よる圧死の他に火災による死因が多いため、今後
は火災予防につながる事業を推進することも重要
である。

3 危機管理課

17
１－
４

防災・防
犯等の推
進

交通安全教育の実
施

交通安全教育を実施し、障害のある人
が交通事故等に遭うことがないよう努
めます。

実施 市民安全課
安城特別支援学
校での交通安全
教室の実施

実施 実施
小学部・中学部・高等部のそれぞれの
交通安全教室において歩行訓練を実施
した。

〇 〇

安城特別支援学校、警察、交通指導員と連携し交
通安全教室を実施できた。
今後もより交通安全教室の効果を深めていくた
め、安城特別支援学校、警察、交通指導員との連
携を密にしていく。

3 市民安全課

18
１－
４

防災・防
犯等の推
進

防犯対策等の推進

広報あんじょう等で、家庭における防
犯対策等の啓発を行い、安全安心情報
メールを活用して防犯に関する注意を
促します。

実施 市民安全課
安全安心情報
メールの発信

実施 実施

安全安心情報メールを発信した。
また10月1日からは統合された安城防災
ナビ（ライフビジョン）を活用して情
報発信を行うことで引き続き防犯に関
する注意を促した。

〇 〇

安全安心情報メールや安城防災ナビ（ライフビ
ジョン）を活用し、防犯に関する注意を促すこと
ができた。
今後は警察と一層連絡を密にして情報発信を行い
防犯に関する注意を促していく。

3 市民安全課

〇

16
１－
４

防災・防
犯等の推
進

家具転倒防止普及
事業

地震発生時における被害の軽減を図る
ため、家具転倒防止事業を推進しま
す。

1件
障害福祉課
危機管理課

〇

15
特定福祉避難所の
整備

障害のある人が特定福祉避難所におい
て必要な配慮が受けられるよう「特定
福祉避難所の開設及び運営等に関する
協定」及び「災害時における人的支援
及び福祉車両提供支援に関する協定」
に基づき、民間の障害福祉サービス等
事業者と継続的な協議を行います。

0施設
障害福祉課
危機管理課

１－
４

防災・防
犯等の推

進
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自立支援協議会
への情報提供

実施 実施
自立支援協議会で独立行政法人国民生
活センターのチラシを配布した。

〇 情報提供を行うことができた。 3
障害福祉課
障害給付係

自立支援協議会
への情報提供

年２回 実施

消費者安全確保地域協議会において、
消費者トラブルの事例や消費生活セン
ターの業務内容について情報提供し
た。

〇
消費者安全確保地域協議会において、消費者トラ
ブルの事例や消費生活センターの業務内容につい
て情報提供した。

3 商工課

関係機関・事業
所等との連絡体
制の確立

実施 実施

新型コロナウイルスの５類移行に伴い
情報共有体制を縮小したが、施設閉鎖
の場合は障害福祉課への連絡を受けて
いる。

〇
災害時情報伝達訓練のツールを活用し、よりタイ
ムリーに情報を共有できるようになった。

3
障害福祉課
障害給付係

関係機関等との
連絡体制の確立

未実施 未実施

令和5年5月8日に新型コロナウイルス感
染症が５類感染症へ移行したことに伴
い、新型コロナウィルス等感染症対策
の取り組みを終了した。

－

計画期間開始から令和5年5月8日までの期間、感
染症予防の徹底、周知啓発、感染症対策に必要な
物資の備蓄等に努めるとともに、オンライン化の
推進、関係機関との連携を実施した。令和5年5月
8日以降については、新型コロナウイルス感染症
が５類感染症へ移行したことに伴い、新型コロナ
ウィルス等感染症対策の取り組みを終了した。

1 危機管理課

関係機関等との
連絡体制の確立

実施 実施
障害福祉サービス等事業者と連携し、
効率的に実施しなければならない予防
接種がなかった。

－

県による感染症の警報発令等は市公式LINEを活用
し広く周知啓発を行い、予防に努めた（現状維
持）。また、令和３年から始まった新型コロナウ
イルス感染症予防接種（特例臨時接種）につい
て、障害福祉課を通じ関係機関と連携して実施す
る事ができた（完了）。
なお、新型コロナウイルス感染症の経験を踏ま
え、物資の備蓄は事業者の取組となり、国が社会
福祉施設における備蓄の状況把握についてシステ
ム利用を含め検討を進めている（縮小）。

4 健康推進課

障害福祉課
商工課

〇

20
１－
４

防災・防
犯等の推
進

新型コロナウイル
ス等感染症対策

障害福祉サービス等事業者と連携し、
日ごろから感染症（注1）予防の徹
底、周知啓発、感染症対策に必要な物
資の備蓄等に努めます。ICT（注２）
を活用したオンライン化を推進すると
ともに、それに代えられない支援も多
いことから新型コロナウイルス感染症
（COVID19）の経験を踏まえ、適切な
支援のあり方について関係機関と共有
します。
（注1）細菌・ウイルス・寄生虫等に
よる病原体の感染により、宿主に生じ
る病気の総称。
（注2）Information＆Communications
Technologyの略。情報通信技術。（資
料：総務省HP)

未実施

19
１－
４

防災・防
犯等の推
進

消費者トラブルの
防止

消費生活センターを設置し、消費者ト
ラブルの防止と問題の早期解決に努め
ます。また、悪質商法等の被害に遭う
ことがないよう消費者安全確保地域協
議会を通じて、自立支援協議会等関係
者に、消費生活相談に関する情報提供
を行います。

障害福祉課
危機管理課
健康推進課

〇

未実施
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Ｒ7

令和7年度の成果・取組状況
令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標

第５次安城市障害者計画（主な施策・一部抜粋）

計画書記載内容 計画策定後の進捗管理

施策
評価 5年間の成果や課題

5年間
担当課評価
（1～7）

回答作成
担当課

施策
№

体系番号 体系名 取組名 取組内容 Ｒ１実績

担当課
※計画策定当時の
課名となります。

評価

「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

自立支援協議会
本会議
共生のまち部会

年3回
年11回

年3回
年11回

地域の関係機関の連携を行っている自
立支援協議会を年３回開催、障害福祉
サービス等事業者間の連携等を行って
いる共生のまち部会を年１１回開催し
た。

〇
各会議を予定どおり開催し、福祉サービスや地域
課題について情報共有や意見交換を行った。事業
所間の横のつながりも非常に強くなった。

3
障害福祉課
障害給付係

基幹相談支援セ
ンター開催の研
修回数

6回 10回

スキルアップ勉強会
①7/3「グループスーパービジョンによる事例検討
会①」
②7/9「障害者虐待防止の取り組みについて～新城
福祉会の実践より～」
③9/30「いつか地域で働く～そのために必要なバト
ンのつなぎ方～」
④10/29「触法障害者の支援について考える会～地
域生活定着支援センターの実践から～」
⑤1/８「グループスーパービジョンによる事例検討
会②」
⑥2/6「高次脳機能障害について」

市民向け研修会
①11/14西尾市立看護専門学校特別講座
②12/2「SNSとの付き合い方～発達が気になるわが
子にスマホを持たせる前に～」
③1/14安城市医師会安城碧海看護専門学校特別講座
④3/17更生看護専門学校特別講座

〇

・毎年相談支援事業所や障害福祉サービス事業所向けの勉
強会を開催することでスキルアップにつながっている。ま
た虐待防止研修が各事業所で義務化されたことにより、研
修開催の需要が高まっている。
・事例検討会を相談支援専門員対象に行っていたが、障害
福祉サービス事業所や社会福祉協議会の職員など参加者の
対象を広げたことにより多角的な視点で事例の内容を深め
ることができるようになった。事例検討会にてファシリ
テーターの役割を担う人材の育成が課題となる。

3
社会福祉協
議会

22
適正な制度運用と
サービスの質の確
保

サービスの透明性の向上を図るため、
公正・中立な第三者機関による障害福
祉サービス等事業者の評価を促進しま
す。 また、サービスに関する苦情解
決制度や相談窓口を周知します。

2法人 障害福祉課
第三者評価実施
社会福祉法人数

3法人 2法人

社会福祉法人運営監査で対象法人に第
三者評価を実施するよう助言を行った
が、令和7年度は新たに取り入れた法人
はなし。

【第三者評価実施時期（参考過去３
年）】
・Ｒ３年度・・・１法人
・Ｒ４年度・・・２法人
・Ｒ５年度・・・２法人

〇 〇

公正・中立な第三者機関による障害福祉サービス
等事業者の評価を促進し 、サービスに関する苦
情解決制度や相談窓口を周知した結果、R３～R５
までは第三者評価を実施された。

3
障害福祉課
障害福祉係

25
介護保険サービス
の利用

介護保険事業者が指定障害福祉サービ
スの提供ができるように、基準該当障
害福祉サービス・共生型サービスのあ
り方について、研究します。

―

障害福祉課
高齢福祉課
社会福祉協
議会

研究の実施 実施 実施
令和8年4月1日施行で基準該当障害福祉
サービス実施要綱を制定した。

〇 〇
研究を行ったうえ、要綱を制定することができ
た。今後対応できる事業所にサービスを実施して
もらう。

2
障害福祉課
障害給付係

26
２－
１

生活支援
サービス
の充実

重症心身障害児・
者に対する支援

重症心身障害児・者の日常生活、社会
生活の維持を支援するため、継続して
障害福祉サービス、障害児通所支援が
利用できるよう必要な支援を継続しま
す。

実施 障害福祉課

重症心身障害
児・者の日常生
活、社会生活の
維持するために
必要な支援の継
続

実施 実施

重症心身障害児・者短期入所利用支援
事業費補助金等を重症心身障害児・者
の支援を行う事業所に補助金を支給し
た。

〇 〇

該当の事業所に補助金を支給した。
また、基準該当障害福祉サービス実施要綱を制定
し、重症心身障害児が利用可能な事業所増加に寄
与することができた。

3
障害福祉課
障害給付係

27
２－
１

生活支援
サービス
の充実

団体へのガイドヘ
ルパーの派遣・中
途視覚障害者歩行
訓練の実施

視覚障害者団体が行う会議や活動を支
援するため、団体を対象にガイドヘル
パー（注1）を派遣します。また、日
常生活の自立や社会参加を促進するた
め、中途で視覚障害を持った人を対象
に、中途視覚障害者歩行訓練を実施し
ます。
（注1）視覚障害者団体が行う活動の
支援等、視覚障害のある人などのガイ
ドをする人

427人 障害福祉課
ガイドヘルパー
派遣人数

401人 417人

ガイドヘルパーの派遣は、あいの会の
協力により事業を実施した。また、中
途視覚障害者歩行訓練は、希望者に対
し、適正に実施した。

〇 〇

ガイドヘルパーの派遣は、あいの会の協力により
事業を実施した。また、中途視覚障害者歩行訓練
は、希望者の増加に合わせて利用できる回数の増
加を検討した。

3
障害福祉課
障害福祉係

〇21

２－
１

生活支援
サービス
の充実

障害福祉サービス
等事業者間の連携

専門性を高めるための研修の実施、多
職種連携の強化によるサービスの質の
向上に努めるとともに、関係機関が協
力して障害福祉の現場が働きがいのあ
る魅力的な職場であることの積極的な
周知に取り組みます。

６回
障害福祉課
社会福祉協
議会
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令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標
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28 各種手当の支給

市単独の障害者扶助料をはじめ、国や
県の制度の特別障害者手当、在宅重度
障害者手当等の各種福祉手当を支給し
ます。また、手続きについての確実な
情報提供を行います。

実施 障害福祉課 各種手当の支給 実施 実施

障害者扶助料、特別障害者手当等手当
の支給を行った。また、制度について
手帳交付時に案内するとともに、広報
あんじょうに掲載し、周知を図った。

〇 〇

手帳交付時に対象となる手当を案内するととも
に、受給者に対して正確に手当の支給を行った。
また、制度について広報あんじょうに掲載し、周
知を図った。

3
障害福祉課
障害福祉係

29
障害のある人への
助成、割引制度

障害のある人に、プールやプラネタリ
ウム等、市の施設の利用料、入場料等
を減免します。

実施

障害福祉課
その他対象
部署

各種制度の実施 実施 実施

各種公共施設（デンパーク、歴史博物
館、丈山苑、堀内公園、へきしんギャ
ラクシープラザ　プラネタリウム、
マーメイドパレス、スポーツセン
ター、あんくるバス）で、障害者手帳
又は障害者手帳アプリ「ミライロID」
を提示することにより、利用料、入場
料の減免をした。

〇 〇
障害のある人に、プールやプラネタリウム等、市
の施設の利用料、入場料等を減免し、余暇活動等
における経済的支援に寄与したと考える。

3
障害福祉課
障害福祉係

障害者福祉タク
シー料金助成事
業交付人数

2,494人 2,787人

あんくるバスの運賃の助成（無料化）
やタクシー料金助成、有料道路通行料
割引制度の事務を行った。また、令和
５年度分助成券の交付を行った方に、
令和６年度分の障害者福祉タクシー料
金助成券の郵送対応をした。

〇

手帳交付時にあんくるバスの運賃の助成（無料
化）やタクシー料金助成、有料道路通行料割引制
度の案内を行い、申請を受け付けた。令和６年度
分助成券の交付を行った方に、令和７年度分の障
害者福祉タクシー料金助成券の郵送対応をした。

3
障害福祉課
障害福祉係

車いす、車いす
移送車貸出事業

実施 実施

車いす及び車いす移送車ともに貸出件
数は概ね前年度と同様の推移してい
る。利用者にとって利用しやすいよう
定期点検の実施や必要に応じた修繕等
を適切に行った。

〇

外出や移動に関する不便の軽減につながってい
る。通院や日常的な移動手段の確保において、一
定の役割を果たしていると考えられる。また、利
用者や家族にとっての安心感の向上にも寄与して
おり、地域福祉の一環として概ね安定した運用が
図られている。

3
社会福祉協
議会

障害者福祉体育
祭の参加者数

140人 125人

障害者福祉体育祭の代わりにデンパー
クでのウォークラリーを実施したほ
か、あんぷくフェスティバルにおいて
ボッチャ、ゴールボールの体験イベン
トを開催し、多くの人に参加してもら
うことができた。

〇

スポーツ、レクリエーションを通じ、障害のある
人もない人も交流することができた。あんぷく
フェスティバルは、アンフォーレ、ららぽーとな
ど今後も開催場所を検討していく必要がある。

3
障害福祉課
障害福祉係

全国大会等激励
金制度

実施 実施

国際大会等（デフリンピック競技大会
等）に出場する障がい者からの激励金
申請を６件受付し、制度を通じて活動
を支援した。

〇
激励金制度を通じて、障がい者のスポーツ活動を
支援した。引き続き、関係課と連携し、制度の周
知に努める。

3 スポーツ課

各スポーツイベ
ントの参加募集
情報の提供

実施 実施
全国障害者スポーツ大会や愛知県障害
者スポーツ大会等の出場選手募集情報
の提供を行った。

〇
スポーツ大会に出場履歴がある人へ情報提供を行
い、市内の関連団体宛てに対しても参加募集情報
の提供を行った。

3
障害福祉課
障害福祉係

障害のある人も
ない人も参加で
きるスポーツプ
ログラムの実施

実施 実施

株式会社アイシンと共催し、障がいの
有無にかかわらずどなたでも参加でき
るスポーツプログラムを実施した。ま
た、ボッチャ競技用具の貸し出しを行
い、市民が気軽に親しめる機会を提供
した。

〇

株式会社アイシンと共同で新しいスポーツプログ
ラムを提供するとともに、ボッチャなどニュース
ポーツ用具の貸し出しにより、スポーツの普及・
啓発を図った。

3 スポーツ課

〇

32
スポーツを通じた
交流機会の創出

オリンピック・パラリンピック、アジ
ア競技大会、アジアパラ大会等を契機
に障害者スポーツに対する理解をより
一層深め、障害の有無に関わらず参加
できるスポーツプログラムの提供に努
めます。

未実施
障害福祉課
スポーツ課

〇

31

２－
３

文化芸
術・ス
ポーツの
振興

スポーツ活動の振
興

障害者のスポーツ・レクリエーション
活動を支援するとともに、各種大会へ
の参加促進と、障害のある人が楽しく
参加できる環境整備に努めます。

170人
障害福祉課
スポーツ課

２－
２

経済的支
援

30
障害のある人の移
動のための助成、
支援

あんくるバスの運賃の助成（無料化）
や通院等でタクシーを利用する際の料
金助成、有料道路通行料割引制度の事
務、車いすや車いす移送車の貸し出し
を行います。

1,307人
障害福祉課
社会福祉協
議会

〇
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障害者が参加で
きる・参加しや
すい講座、作品
展等の検討・実
施

11講座 12講座
安城市社会福祉協議会に委託を行い１2
講座を実施した。

〇

社会福祉協議会への委託をつうじて、障害のある
人が教養、趣味、文化、芸術等に触れる講座や機
会を提供し、それを広く市民に公開する機会を支
援できたと考える。

3
障害福祉課
障害福祉係

障害者が参加で
きる・参加しや
すい講座、作品
展等の検討・実
施

実施 実施
障害のある人が参加しやすいよう、家
庭教育講演会で手話通訳者及び要約筆
記者を配置した。

〇

コロナ禍において、講座の中止や講演会のオンラ
イン化等により予定していた事業が実施できない
期間があったが、事業再開後は手話通訳や要約筆
記者の配置など合理的配慮の提供を実施した。引
き続き障害の有無に関わらず参加しやすい学習機
会の提供に努めていく。

3 生涯学習課

障害者が参加で
きる・参加しや
すい講座、作品
展等の検討・実
施

実施 実施

小中学生(特別支援学級含む）あてに作
品募集をし、選定のうえ１０月の企画
展で展示をしました。全体で914点の応
募があり、91点の作品を展示しまし
た。

〇

企画展における小中学生の作品募集には、特別支
援学級の生徒も大勢参加しており、例年市民ギャ
ラリーにおいて展示を行うことができた。引き続
き、多くの児童・生徒に参加していただけるよ
う、取り組んでいきたい。

3 文化振興課

社会福祉協議会
の実施する障害
のある方向けの
講座数

18講座 19講座

障害のある人向けの講座等を1９講座を
開催した。通年で行っていた講座を前
期・後期に分け、参加する機会を増や
した。また単発で季節の工作講座を開
催した。

〇

障害のある人が継続して学ぶ機会を設けることが
できた。また、前期・後期に分けて募集をするこ
とで、参加する機会が増えるよう配慮し多くの障
害のある人が教養や趣味に触れる機会を設けるこ
とができた。

3
社会福祉協
議会

34
安城市版読書バリ
アフリー計画の策
定

視覚障害者等の読書環境の整備の推進
のため、安城市版読書バリアフリー計
画を策定します。
計画を策定することにより、視覚障害
者等の読書環境の整備を総合的かつ計
画的に推進します。

未策定
アンフォー
レ課

安城市版読書バ
リアフリー計画
の策定

策定 策定

令和7年度から始まった安城市図書館運
営基本計画改訂版（安城市版読書バリ
アフリー計画の性格を併せ持つ）に基
づき、サービスを受ける対象者の拡充
などサービス内容の精査を行った。

〇 〇

令和6年度に安城市図書館運営基本計画改訂版
（安城市版読書バリアフリー計画の性格を併せ持
つ）を策定した。
しかし、広報あんじょうや図書情報館ウェブサイ
トに読書バリアフリーサービスについて掲載して
いるが、利用件数からまだまだ必要な人達に十分
伝わっていないことが伺える。今後は効果的なPR
について、検討・実施する必要がある。

1
アンフォー
レ課

〇33
障害のある人の文
化芸術活動等の振
興

障害のある人が教養、趣味、文化、芸
術等に触れる講座や機会を提供しま
す。また、その制作した作品を広く市
民に公開する機会を支援します。

15講座

障害福祉課
生涯学習課
文化振興課
社会福祉協
議会

２－
３

文化芸
術・ス
ポーツの
振興

10/23



資料１－１

見込 実績

Ｒ7

令和7年度の成果・取組状況
令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標

第５次安城市障害者計画（主な施策・一部抜粋）

計画書記載内容 計画策定後の進捗管理

施策
評価 5年間の成果や課題

5年間
担当課評価
（1～7）

回答作成
担当課

施策
№

体系番号 体系名 取組名 取組内容 Ｒ１実績

担当課
※計画策定当時の
課名となります。

評価

「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

相談支援の実施 実施 実施

機関相談支援センター業務を社会福祉
協議会に委託し、また、地域生活支援
拠点等コーディネート業務を相談支援
事業所２者に委託することで、障害の
ある人の年齢や障害種別を問わず相談
に応じた。

〇
コーディネーターを活用し、専門的な相談体制を
整備できた。

3
障害福祉課
障害給付係

相談支援の実施 実施 実施

健康とやすらぎ第１分科会において、
多様な相談ニーズに応じられるよう関
係各課と包括的な支援体制の検討を
行った。

〇
制度の狭間で支援の機会が届かなかった困窮者を
なくすため、重層的支援体制整備事業の開始に向
けて協議を重ね令和7年度から本格実施をした。

3 社会福祉課

相談支援の実施 実施 実施
高齢者と障害者がいる世帯等の相談に
おいて、障害福祉課をはじめ関係機関
と連携を図った。

〇
高齢者と障害者がいる世帯等からの相談は増加傾
向であったため、連携を図りながら相談体制が構
築できた。

3 高齢福祉課

相談支援の実施 実施 実施
障害種別等を問わず相談を受け、児童
相談センターや障害福祉課等の関係機
関と連携を図った。

〇

令和６年度からは、こども家庭センターとして、
母子保健と児童福祉の機能が一体となって相談対
応しており、障害福祉課やこども発達支援課等の
関係機関と連携して支援を行った。

3 こども課

相談支援の実施 実施 実施

臨床心理士、言語聴覚士等専門職を配
置し、関係機関と連携を図り、こども
の発達に心配のある保護者等に対し相
談支援を行った。

〇

継続して、発達に心配や遅れのある子どもについ
て悩みや不安を抱えた家族の相談に応じ、専門的
なアドバイスや支援を行った。今後、増加する相
談件数に対応する必要がある。

3
こども発達
支援課

相談支援の実施 実施 実施

こころやからだの健康に不安を持つ人
を対象に、保健師等による相談を実施
し、必要に応じて他の相談機関等につ
なげた。

〇
保健師等による相談を実施し、必要に応じて他の
相談機関等につなげることができた。

3 健康推進課

相談支援の実施 実施 実施

適切な学びの場を選択できるよう子ど
も発達支援センターあんステップや児
童相談所等の専門的な相談機関と連携
し、相談支援を実施した。

〇

様々な特性を抱えた子どもたちに対して、より多
くの専門的な立場で個に応じた支援のあり方につ
いて相談した。他機関との連携を図ることで、本
人・保護者の困り感に寄り添い、安心につながる
相談支援を行うことができた。一方で、相談件数
の増加により、相談員の数が大幅に不足してお
り、十分に支援を受けられない子がいることが大
きな課題である。

3 学校教育課

自立支援協議会
を通じた情報共
有

実施 実施

強度行動障害者支援チームを結成し、
基幹相談支援センターを中心とした組
織的な支援体制の案を作成した。
また、高次脳機能障害者の支援者を対
象とする研修に、精神障害者相談員が
参加した。

〇

強度行動障害者支援チームを結成し、実際に支援
を必要とする事業所を訪問した。
また、高次脳機能障害者の支援体制の整備に努め
た。

3
障害福祉課
障害給付係

自立支援協議会
を通じた情報共
有

実施 実施
自立支援協議会と定期的に協議を行う
中で、強度行動障害者等に関する情報
共有を行った。

〇
継続して、自立支援協議会と定期的に協議を行う
中で、強度行動障害者等に関する情報共有を行っ
た。また、関連する研修にも積極的に参加した。

3
こども発達
支援課

強度行動障害者
等に関する研修
の実施

実施 実施

強度行動障害者支援に関わる事業所を
訪問して勉強会を開催した（３回）。
相談支援事業所を対象に高次脳機能障
害の勉強会を開催した。

〇

・強度行動障害(児)者に関わる事業所に対する助
言や指導ができる体制を作ることができた。
・高次脳機能障害に特化する相談支援事業所が市
内に開設され、身近に専門機関に相談できるよう
になった。

3
社会福祉協
議会

〇

38
強度行動障害者等
への支援

強度行動障害（児）者や高次脳機能障
害を有する障害（児）者に対して、障
害福祉サービス等において適切な支援
ができるよう相談支援体制の充実を図
ります。

実施

障害福祉課
障害給付係
子ども発達
支援課
社会福祉協
議会

〇

35

３－
１

相談支援
体制の充

実

切れ目のない相談
支援

多様な相談ニーズに応じられるよう専
門的な相談機関等と連携し、障害のあ
る人の年齢、障害種別を問わない相談
体制の充実を図ります。

実施

障害福祉課
社会福祉課
高齢福祉課
子育て支援
課
子ども発達
支援課
健康推進課
学校教育課
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令和7年度
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（1～7）
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№
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「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

広報あんじょう
等掲載

実施 実施

＜障害福祉係＞
広報あんじょうや市公式ウェブサイト等に障害のあ
る人に関わる様々なサービス情報を掲載した。
【広報あんじょう掲載記事】
・成年後見制度の申立・報酬費用を助成
・訪問理容料金助成利用助成券の交付について
・障害者・ひとり親家庭等に関する福祉手当の支給
制度
・住宅用火災警報器・家具転倒防止器具の設置
・障害者世帯のNHKの受信料が全額又は半額免除に
・障害者職業訓練校　入校生募集
・障害者福祉タクシー料金助成券の交付
・相談窓口のご案内（障害者更生相談）
・障がい者雇用セミナー
・手話コラム

＜障害給付係＞
・市公式ウェブサイトに事業所紹介シートを掲載し
た。
・障害福祉サービス等事業者一覧（１８歳以上・１
８歳未満）を市公式ウェブサイトに掲載した。

〇

障害のある人向けの手当やサービスの案内だけで
なく、イベントの告知や手話動画を作成し公開す
るなど、障害の有無にかかわらず福祉について広
く周知を行うことができた。

3
障害福祉課
障害福祉係
障害給付係

広報あんじょう
等掲載

実施 実施

ペアレント・プログラムやソーシャル
スキルトレーニング教室の開催案内を
含め必要な情報を市公式ウェブサイ
ト、広報あんじょうに掲載して情報提
供を行った。

〇
毎年教室等を開催する際は必要な情報を、市公式
ウェブサイト、広報あんじょうに掲載して情報提
供を行った。

3
こども発達
支援課

社会福祉協議会
機関紙掲載

実施 実施
ホームヘルパーについての記事を掲載
した。

〇

障がいのある人に関わる様々なサービス、制度等
を機関紙に掲載することができた。今後は機関紙
に限らず、多様な媒体を活用して情報発信するこ
とが課題である。

3
社会福祉協
議会

安城市版ガイド
ブックの作成

作成 作成

ガイドブックを作成し、希望する市民
をはじめ、障害者手帳交付時に配布す
ることで市民への情報提供に務めた。
（令和4年10月から配布を開始）

〇

毎年情報を更新し、愛知県のガイドブックには記
載のない安城市独自の制度について紹介すること
ができた。フォントや文字間隔など見やすさを調
整していく必要がある。

3
障害福祉課
障害福祉係

障害福祉サービ
ス等事業者マッ
プの作製

作成 作成

マップの代わりに障害福祉サービス等
事業者一覧（１８歳以上・１８歳未
満）を作成し、障害福祉課窓口等で配
布した。市公式ウェブサイトにも掲載
した。

〇
事業所の変更が生じるたび、定期的に一覧を更新
して最新の情報を届けることができた。

3
障害福祉課
障害給付係

障害福祉課
子ども発達
支援課
社会福祉協
議会

〇

40
安城市版ガイド
ブック等の作成・
配布

障害のある人に関わるさまざまなサー
ビス、制度等をまとめた安城市版ガイ
ドブックや障害福祉サービス等事業者
マップを作成し、配布します。

未作成 障害福祉課

39

３－
２

情報提供
の充実

広報あんじょう等
による情報提供の
充実

障害のある人に関わる様々なサービ
ス、制度等について、広報あんじょう
やウェブサイト等へ掲載し、情報提供
の充実に努めます。

〇

実施
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担当課
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希望者へ声の広
報の送付

実施 実施
ひびきの会に協力をいただき、視覚障
害者に広報あんじょうの音声ＣＤ等の
配布を行った。

〇
視覚障害者に音声で広報あんじょうの情報を届け
た。CDが足りなくなれば、都度購入し、ひびきの
会に渡した。

3
障害福祉課
障害福祉係

声の広報の作成 作成 作成
声の広報を作成し市公式ウェブサイト
で公開した。

〇
市公式ウェブサイト内「声のあんじょう」のペー
ジには年間2,000件程のアクセスがあり、市民
ニーズに応えることができている。

3 秘書課

希望者へ書籍の
音訳の実施

実施 実施

ボランティアによる対面朗読を毎月２
回実施した。
・令和７年度の対面朗読サービスの参
加人数：４0人／２３回開催
・点字資料について
　２冊の受け入れ（令和７年度末時
点）

〇

定期的に対面朗読を実施し、継続して希望者に
サービスを提供できた。
今後はより多くの方に利用してもらえるよう、
サービスの周知方法を検討していく必要がある。

3
アンフォー
レ課

希望者へ書籍の
点訳の支援の実
施

実施 実施
・令和７年度の対面朗読サービスの参
加人数：４0人／２３回開催

〇
音訳及び点訳ボランティア団体に向けて、活動場
所の提供、資機材の貸出し、助成金の案内などの
支援を継続的に行った。

3
社会福祉協
議会

42 手話通訳者の配置

市役所及び社会福祉会館に手話通訳者
を配置し、聴覚に障害のある人等が各
種相談や手続きを円滑に行うことがで
きるよう支援します。

2名 障害福祉課
手話通訳者の配
置

2名 2名

市役所障害福祉課１名、社会福祉会館
１名配置し、聴覚に障害のある人等の
各種相談、手続きが円滑に行うことが
できるよう支援した。

〇 〇

安城市役所に毎日開庁時間にいることで、聴覚障
害者へのサービスの充実に繋がった。設置が休み
の時の対応が課題。社会福祉協議会にいること
で、土曜日の対応や地域の聴覚障害者の困りごと
の支援に繋がった。

3
障害福祉課
障害福祉係

43
手話通訳者・要約
筆記者等の派遣

障害があるため意思疎通を図ることに
支障がある人に対し、手話通訳者、要
約筆記者の派遣等による意思疎通支援
を行います。

364回
36回

障害福祉課

手話通訳者派遣
回数
要約筆記者派遣
回数

384回
38回

319回
43回

聴覚に障害のある人等からの依頼に応
じて、手話通訳者・要約筆記者の派遣
を行った。

△ △

手話通訳者や要約筆記者の不足は変わらずあり、
手話通訳の派遣が重なった時などは、広域派遣の
県へ依頼したり、社協の設置者に赴いてもらうこ
とがあった、コロナ渦時もできる限りの対応をし
たが、今後も緊急事態に供えられるような派遣の
体制が必要。

3
障害福祉課
障害福祉係

手話奉仕員養成
講座の実施

実施 実施
社会福祉協議会に対して、手話奉仕員
養成講座の開催を委託した。

〇
手話言語条例が制定され、より多くの市民に手話
や聴覚障害者の理解の普及、又手話通訳者を増や
すために今後も継続して行いたい。

3
障害福祉課
障害福祉係

手話講座受講者
数

40名 28名

令和7年度手話奉仕員養成講座
（入門・基礎）4月～3月全39回を実施
した。（修了者1６名）
（ステップアップ）10月～3月全18回を
実施した。（修了者12名）
令和8年度は入門・基礎講座（全42回）
とステップアップ講座（全18回）を開
催する。

〇

・定員以上の申込みがあり、サークル加入率も増
加傾向にある。
・若い世代の確保と通訳者養成にいかに繋げるか
が今後の課題となる。
・講師不足が課題となっている。

3
社会福祉協
議会

45
障害者ＩＣＴ機器
活用講座の実施

ＩＣＴ機器活用講座を開催する等、障
害のある人の主体的な情報収集を支援
します。

１講座（3
回）

社会福祉協
議会

ＩＣＴ機器活用
講座数

2講座（4回） 2講座（4回）
障害者向けスマホ講座を2講座（全4
回）開催した。

〇 〇

対象者を障害種別（聴覚）に絞っての講座とする
など年度により開催方法を工夫し、障害者就労施
設などにPRし参加者を募った。高齢者はＩＣＴ機
器に関心が少なく、年代の若い人は自分で使用す
ることができるため、毎回、参加希望が少なく
なっている。

3
社会福祉協
議会

３－
３

意思疎通
支援の充

実

44
手話通訳者・要約
筆記者等の養成

手話通訳者、要約筆記者、点訳ボラン
ティア、音訳ボランティア等意思疎通
支援を行う者の養成、技術向上等に努
めます。また、講座の実施、自主活動
による講座開催等を支援します。

20名
障害福祉課
社会福祉協
議会

〇

３－
２

情報提供
の充実

41
声の広報・点訳事
業等の実施

広報あんじょうを音訳した声の広報を
継続するとともに、希望の書籍をボラ
ンティアにより点訳や音訳する事業等
を支援します。

実施

障害福祉課
秘書課
アンフォー
レ課
社会福祉協
議会

〇
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啓発活動の実施 実施 実施
広報あんじょう、市公式ウェブサイト
に掲載して制度の周知・啓発を行っ
た。

〇

毎年の広報あんじょう、市公式ウェブサイトへの
掲載に加え、民生委員を対象とした研修を実施し
制度の周知・啓発を行ったことに伴い、通報件数
増につながった。

3
障害福祉課
障害福祉係

啓発活動の実施 実施 実施

虐待等防止地域協議会を通じて、虐待
の未然防止や早期発見のため、虐待通
報から対応の流れなどを関係機関と共
有を図った。

〇

虐待等防止地域協議会を通して、虐待防止や虐待
の早期発見、虐待通報から対応の流れなどについ
て関係機関と情報共有を図った。また、障害者虐
待防止についてより理解を深めるために、障害者
虐待防止法の基本をテーマとして研修を開催し
た。

3 こども課

研修の実施 実施 実施
虐待防止研修を事業所向けに開催し
た。

〇

毎年、虐待防止研修を実施することで啓発に努め
た。
研修においては、虐待の未然防止や通報義務等に
ついても学び、虐待防止に関する意識を高めた。

3
社会福祉協
議会

成年後見制度等
の周知・啓発の
実施

実施 実施
広報あんじょう、市公式ウェブサイト
に掲載して制度の周知・啓発を行っ
た。

〇
毎年の広報あんじょう、市公式ウェブサイトへの
掲載に務めたことで、報酬助成に関する問合せ、
市長申立増につながった。

3
障害福祉課
障害福祉係

成年後見制度等
の周知・啓発の
実施

実施 実施

問い合わせやケース会議等の都度、基
本的な制度内容を説明するなど、随
時、成年後見制度の周知を行った。ま
た、成年後見制度の基本を学ぶことを
目的とした講演会を開催した。開催案
内をするにあたり、行政（障害福祉課
や高齢福祉課）を通じた広報や、特別
支援学校とチラシの配付方法を調整す
るなど工夫して広報した。
また、市民相談会については、市内の
公共施設にチラシを配置し、広く成年
後見制度を必要とする人が相談につな
がりやすいように啓発を行った。

〇

令和４年度から安城市社協が中核機関を受託し、
成年後見制度の周知や啓発を行った。具体的に
は、問合せ時や相談時に制度の説明をするほか、
講演会や市民相談会の開催、市や社協の広報紙へ
の掲載などを行った。
新規の相談件数は、安城市社協が中核機関を受託
して以降、増加傾向にある。認知症高齢者や障害
者手帳所持者（特に、療育手帳及び精神障害者保
健福祉手帳）が増加傾向にあることから、相談者
の増加に応じることができる相談支援体制の構築
が求められる。また、今後、民法改正に伴って成
年後見制度の改正が確定していることから、改正
後の制度に関する周知啓発が求められる。

3
社会福祉協
議会

実施

障害福祉課
子育て支援
課
社会福祉協
議会

〇

47
成年後見制度等の
周知・啓発

安城市成年後見制度利用促進計画に基
づき、知的障害、精神障害等の理由に
より判断能力が十分でない人が、その
権利を守るため、成年後見制度を適切
に利用できるよう支援します。

実施
障害福祉課
社会福祉協
議会

〇

46

３－
４

権利擁護
の推進

虐待等の防止

障害のある人に対する虐待の未然防止
や早期発見に向けて、虐待が疑われた
場合の通報義務やその相談窓口等を市
民・障害者支援団体へ啓発に努めま
す。
また、虐待に関する情報提供があった
場合は、障害者虐待防止センター（障
害福祉課）を中心にケース検討を行
い、早期対応を図るとともに障害者支
援団体等へ研修を年１回行います。
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自立支援協議会
こども部会の開
催

実施 実施

子ども発達支援課、障害福祉課、障害
児相談支援事業所、障害児通所支援事
業所等が参加する自立支援協議会こど
もグループの会議を年６回開催した。

〇

こどもグループの会議を毎年定例的に開催した。
また、障害児サービスについてのワーキンググ
ループを立ち上げ、課題に対して横断的に検討し
た。

3
障害福祉課
障害給付係

相談支援の実施 実施 実施
市内の障害児相談支援事業所やサービ
ス提供事業所等と連携し、保護者等か
らの相談の対応や支援を実施した。

〇
継続して、市内の障害児相談支援事業所やサービ
ス提供事業所等と連携し、保護者等からの相談対
応および支援を行った。

3
こども発達
支援課

49
療育関係機関等の
連携強化

子ども発達支援センターあんステッ
プ、幼稚園、保育園、認定こども園、
保健センター、教育センター、特別支
援学校等関係機関の連携強化を図りま
す。また、 発達支援ネットワーク会
議等を開催し、療育関係機関の情報共
有を行います。

２回

障害福祉課
子育て支援
課
子ども発達
支援課
保育課
健康推進課
学校教育課

発達支援ネット
ワーク会議の開
催

2回 2回
発達支援ネットワーク会議を年２回開
催し、情報共有を行った。

〇 〇
毎年、発達支援ネットワーク会議を年２回開催
し、情報共有を行った。

3
こども発達
支援課

50
児童発達支援セン
ターの充実

子ども発達支援センターあんステップ
を中心に早期療育体制を強化し、発達
に心配や遅れ、障害のある子どもに対
して成長に応じた切れ目ない支援を行
います。
保育所等訪問支援により地域支援の充
実を図ります。

3件
子ども発達
支援課

保育所等訪問支
援事業　訪問施
設数

3件 3件

保育所等訪問支援事業に保護者から３
件の申込があり、障害児支援に関する
知識と経験のある保育士などが本人と
スタッフに適切な指導・助言を行っ
た。

〇 〇

保護者からの申込に基づき、申込のあった全件に
対し保育所等訪問支援事業を実施した。障害児支
援の専門知識を有する保育士等が当該児童および
保育所スタッフへ指導・助言を行い、必要な支援
提供につなげた。

3
こども発達
支援課

51
４－
１

子ども発
達支援の
充実

保護者及び学齢期
支援事業

幼児期の子どもを育てる保護者が子ど
もとの関わり方を学ぶための講座（ペ
アレント・プログラム）及び子どもが
自分らしく生きるために社会性を身に
つける講座（ソーシャルスキルトレー
ニング（以下、「SST]））を実施しま
す。

10人
6人

子ども発達
支援課

ペアレント・プ
ログラム参加人
数
ＳＳＴ教室参加
人数

18人
6組

15人
6組

ペアレントプログラムは２クール実施
し、多くの参加者に養育行動の改善が
認められ、アンケートからも満足度が
高い結果であった。
SST教室は１クール実施し、こどもと保
護者の双方に自身の変化や成長に気づ
くことができた。

〇 〇

毎回アンケートを実施によって、次年度への課題
を見つけ、その解決策として、開催時期や回数、
対象年齢の区分を変更するなど、改善に取り組ん
だ。

3
こども発達
支援課

医療的ケア児連
携会議の開催

実施 実施
関係機関が参加する医療的ケア児連携
会議を年２回開催し、関係機関との情
報共有と問題解決を図った。

〇

共生のまち部会いけあGの活動も含め、連携会議
によって情報共有や問題解決が図られた。今後、
医療的ケア児等コーディネーターの認定書を交付
し、活動を支援していく。

3
障害福祉課
障害給付係

医療的ケア児連
携会議等を通じ
た情報共有

実施 実施

・いけあグループの会議を定期開催し
た。
・医療的ケア児等コーディネーター
ミーティングを定期開催した。
・医療的ケアが必要な方のライフス
テージに応じたロードマップ（詳細版
含む）を更新した。
・西尾市立看護専門学校、安城市医師
会安城碧海看護専門学校、更生看護専
門学校において、医療的ケア児・者の
生活に関する特別講座を実施した。
・医療的ケア児者の家族交流会を実施
した。
・市内の保育園・学校で勤務している
看護師の勉強交流会を実施した。

〇

いけあグループ会議のなかで事業所間の連携を図
るとともに、看護学生に向けた特別講座を通じて
医療的ケア児者の生活について普及啓発を行っ
た。また、医療的ケア児の家族とその支援者の孤
立を防ぐことを目的として、令和５年度からは年
１回の医療的ケア児家族交流会、令和７年度には
園・学校看護師の勉強交流会を開催した。今後
は、内容の充実と対象者の拡大も含めて参加率の
向上を図ることが求められる。
医療的ケア児者のライフステージに応じたロード
マップの配付等を通じて、医療的ケア児等コー
ディネーターについて各関係機関に周知が進んで
きている。今後も啓発に努めるとともに、当市に
おけるコーディネーターの役割や連携の方法等に
ついて、医療的ケア児等コーディネーターミー
ティングにて協議していく必要がある。

3
社会福祉協
議会

実施

障害福祉課
子育て支援
課
子ども発達
支援課
健康推進課
学校教育課
社会福祉協
議会

〇52
４－
１

子ども発
達支援の
充実

医療的ケア児支援
事業

重症心身障害児や医療的ケア児が、身
近な地域でその心身の状況に応じた適
切な支援を受けられるよう、人数や
ニーズの把握に努めるとともに、保
健・医療・障害福祉・保育・教育等の
関連機関が連携を図る協議の場を設置
し、情報共有を行います。

48

４－
１

子ども発
達支援の
充実

子どもの発達や療
育に関する相談の
充実

障害児相談支援事業所等と連携し、障
害のある子どもやその保護者からの相
談に対し、助言や情報提供等の支援を
行います。また、障害児相談支援事業
所等の連携強化に努めます。

実施
障害福祉課
子ども発達
支援課

〇
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54
放課後児童クラブ
への受入れの推進

特別支援教育を受ける小学生で、昼間
保護者が留守になる児童について、放
課後児童クラブへの受入れを推進しま
す。

実施
子育て支援
課

特別支援教育を
受ける児童の放
課後児童クラブ
利用

実施 実施

特別支援級に通う児童の受入れを行
い、70人の児童が入会した。
集団生活ができるかどうかの確認や児
童が安全に過ごせる場所になるのかど
うかを保護者・学校と情報共有し、対
応している。児童支援員が不足してい
る状況であるため多動や他害のある児
童は１対１の対応が慢性的に難しい状
況。

〇 〇

特別支援級を含む配慮が必要な児童の受入れを全
小学区で行うことができた。研修などにより該当
児童への支援の向上を図っているが、よりよい支
援のため臨床心理士など専門知識のある職員によ
る巡回アドバイザーの配置が必要である。

3 こども課

養育支援訪問事
業

実施 実施

養育において支援の必要な家庭に対
し、家庭訪問を実施することで、家事
援助や育児支援を通して養育者の育児
不安の軽減を図り適切な養育に繋げる
よう努めた。

〇

改正児童福祉法に基づき、令和６年度からは、家
事・育児支援は子育て世帯訪問支援事業、専門的
な相談支援は養育支援訪問事業として支援を行
い、養育者の育児不安や負担の軽減を図った。

3 こども課

1歳6か月児健診
事後指導会の実
施

実施 実施

こどもの発達や親子の関わり方などを
保護者に伝えるとともに、参加する保
護者の支援のため関係機関と連携し、
スムーズな教室参加や療育へつなげら
れるよう努めた。

〇

親子教室の実施回数は新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、未実施となった時期を除き、安
定して教室を開催することができた。一方中断や
フォロー困難例も一定数あったが、目的共有や定
期的なカンファレンス、フォロー電話等により発
達支援への導線強化を図った。

3
こども発達
支援課

乳児家庭全戸訪
問実施率

99.0% 99.2%

看護師、保健師による訪問を実施する
とともに、乳幼児健康診査時に子育て
についての相談・助言のほか、利用で
きる子育て支援サービスの紹介等を
行った。

〇

妊娠期から地区担当保健師等による家庭訪問や電
話相談などで、継続的な支援に努めた。また特に
支援が必要な家庭においては、保健師だけではな
く管理栄養士や歯科衛生士等の専門職による家庭
訪問を実施した。
乳幼児集団健診については、こどもだけでなく保
護者支援の観点を取り入れた内容に見直したこと
により、育児等の不安解消につなげることができ
た。

3 健康推進課

訪問相談施設数
公立13園
私立9園

事業団14園

公立13園
私立18園
事業団14園
託児等1箇所

保育関連施設４６か所に訪問相談を実
施し、施設のスタッフに対し発達に課
題を持つ児との関わり方等必要な助言
を行った。

〇

訪問回数は概ね計画通りで、交流保育・加配確認
訪問の日程化により運用が効率化することができ
た。あんステップでの支援割合が増加傾向にある
ため、今後も各園への事業の周知や連携強化を行
う必要がある。

3
こども発達
支援課

訪問相談の依頼 実施 実施

こども発達支援課と連携をとり、依頼
のあった園に延べ１０２回専門職や指
導主事が訪問。支援の必要な子どもの
支援方法を検討しながら、子ども理解
を深め、指導を行った。

〇

こども発達支援課の専門職が園に訪問し、助言を
行うことで、職員の障害の理解の促進や保育の質
の向上につながった。民間園への訪問は対象がR1
の９園からR7は２４園へ増加した。心理士へ希望
が集中していることから、作業療法士等の専門性
について園へ周知を図り、支援体制をより充実さ
せていくことが課題である。

3 保育課

公立27か
所
私立9か所

子ども発達
支援課
保育課

〇

４－
２

子育て支
援の充実

55
妊娠期から子育て
期にわたる切れ目
のない支援

妊産婦相談、生後４か月を迎えるまで
の乳児のいる全家庭を訪問、４ヵ月児
健康診査、１歳６か月児健康診査、３
歳児健康診査やそれらの事後における
支援の機会を通じ、各種子育て支援
サービス情報の提供や相談･助言を行
うことにより、保護者の育児不安の解
消に努めます。

0.995

子育て支援
課
子ども発達
支援課
健康推進課

〇

56
保育者への専門的
な指導の実施

障害のある園児に対し、専門的な見地
から指導に当たることができる保育士
を育成するため、専門的な知識をもっ
た保育士、臨床心理士、作業療法士を
各園に派遣し、障害の理解や指導を実
施します。
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Ｒ7

令和7年度の成果・取組状況
令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標

第５次安城市障害者計画（主な施策・一部抜粋）

計画書記載内容 計画策定後の進捗管理

施策
評価 5年間の成果や課題

5年間
担当課評価
（1～7）

回答作成
担当課

施策
№

体系番号 体系名 取組名 取組内容 Ｒ１実績

担当課
※計画策定当時の
課名となります。

評価

「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

連携強化の実施 実施 実施
放課後等デイサービス利用前後に児童
クラブが利用できる運用としている。

〇
障害児サービスについてのワーキンググループを
立ち上げ、課題に対して横断的に検討した。

3
障害福祉課
障害給付係

連携強化の実施 実施 実施

放課後等デイサービスの利用と放課後
児童クラブの利用を併用できるように
連携している。また、利用にあたり書
面での情報連携も行っている。

〇

連絡票により児童の様子等を情報共有しながら、
放課後デイサービスと児童クラブの併用を実施で
きた。児童クラブでは人員不足により必要な加配
ができないことが課題である。

3 こども課

連携強化の実施 実施 実施

発達に支援が必要な児童に対し、必要
な支援を行うため、関係機関が参加す
る発達支援ネットワーク会議を年2回開
催し、連携強化に努めた。

〇
毎年、年2回発達支援ネットワーク会議を開催す
ることで関係機関と連携を図り、必要な情報共有
を行った。

3
こども発達
支援課

58
教育センターの相
談支援の充実

個々の児童・生徒の特性や発達段階に
応じて生じる不安や悩みの相談に応じ
るため、電話相談、来所相談、臨床心
理士による専門的な教育相談を行いま
す。
子ども発達支援センターあんステップ
とも連携して、就学前から小・中学校
卒業へと継続した切れ目ない相談支援
の充実を図ります。

実施 学校教育課 教育相談の実施 実施 実施

電話相談、来所相談、臨床心理士によ
る専門的な教育相談を実施するととも
に、子ども発達支援センターあんス
テップと連携し、就学前の幼児の相談
支援の充実を図った。

〇 〇

電話相談や来所相談、臨床心理士による専門的な
教育相談を実施した。令和６年度より社会福祉士
の資格をもつスクールソーシャルワーカーを順に
各中学校に配置し、訪問支援にあたった。こども
発達支援センターあんステップや安城市こども若
者総合相談センターあんさぽをはじめ、様々な機
関との連携を進め、切れ目ない支援の充実を図っ
た。依然として、不登校の児童生徒数は多く、こ
どもや保護者のニーズに合わせた支援を実施して
いく必要がある。

2 学校教育課

59
教育関係機関の連
携強化

市教育委員会、各学校の校内教育支援
委員会、特別支援学校、幼稚園、保育
園、認定こども園、子ども発達支援セ
ンターあんステップ等が連携し、適切
な支援の実施に努めます。

3回

障害福祉課
子ども発達
支援課
保育課
学校教育課

安城市教育支援
委員会の開催

3回 3回

安城市教育支援委員会を年３回実施
し、支援を要する児童生徒の学びの場
の協議をはじめ、適切な支援の実施に
努めた。

〇 〇

安城市教育支援委員会において、支援を要する児
童生徒の学びの場について協議した。医師会代表
者や特別支援学校関係者、小児科医、臨床心理士
など、様々な専門的な立場の方から意見をいただ
き、その子に対してどのような支援が適切かを検
討し、実際の支援につなげることができた。

3 学校教育課

就学相談の実施 実施 実施

就学前児童とその保護者に対し、就学
相談を実施した。また、必要に応じ、
保育施設、小学校と連携し、支援の充
実に努めた。

〇

社会教育指導員による初回面談から、臨床心理士
による相談を経て、こどもに適した就学先を選択
できるよう支援を行った。また、保育・学校等関
係機関とも連携を図り、学校生活に対応できるよ
うに支援を行った。

3
こども発達
支援課

取組の実施 実施 実施
子ども発達支援センターあんステップ
へ積極的につなぎ、臨床心理士による
就学相談を実施した。

〇

就学前に、計画的・継続的に相談活動を行った
り、見学・体験等を実施したりした。専門的な立
場の心理士と就学相談を行うことで、本人・保護
者が安心をして就学に向かうケースが多かった。

3 学校教育課

実施
子ども発達
支援課
学校教育課

〇

４－
３

インク
ルーシブ
教育の推

進

60 教育相談の充実

本人・保護者の意見を尊重し、就学前
児童（５歳児）の就学相談を実施しま
す。

57
４－
２

子育て支
援の充実

就労形態の多様化
に伴う連携強化

障害福祉サービス、障害児通所支援、
地域生活支援事業などの障害福祉サー
ビス等と放課後児童クラブなどの障害
福祉サービス等以外の支援の連携の強
化に努めます。

未実施

障害福祉課
子育て支援
課
子ども発達
支援課

〇
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61 進路相談の充実
卒業時における進学・就労に関する適
切な支援をするため、関係機関との連
携を図ります。

実施
各小学校
（学校教育
課）

進路相談の実施 実施 実施
適切な学びの場を選択できるよう特別
支援学校等の関係機関と連携し、進路
相談を実施した。

〇 〇

早期に学校見学会や体験入学に参加したり、個別
に教育相談を行ったりして、学校、保護者、学校
教育課が連携を図った。その結果、本人・保護者
が納得のもと、進学や就労につながったケースが
多くあった。

3 学校教育課

62
インクルーシブ教
育システムの構築

「インクルーシブ教育システム」の構
築等、国や県の計画等との整合性を図
りながら、特別支援教育の取組みを推
進します。
様々な支援が必要な児童生徒のための
スクールアシスタントを小・中学校へ
適切に配置し、個々のニーズに合った
教育を受けられる環境を整えます。

小学校66
名
中学校13
名
看護師2名

学校教育課

スクールアシス
タント（児童・
生徒支援）の配
置

73名
24名
７名

82名
24名
6名

支援を要する児童生徒に適切な支援を
行えるようスクールアシスタント（児
童生徒支援）を各小中学校に配置し
た。

〇 〇

スクールアシスタントの配置により、集団の中に
いる特別な支援を要する児童生徒に対して、適切
な支援を継続して行うことができた。その結果、
個別の支援が必要な子が、集団の中で徐々に落ち
着いて生活できるようになり、スクールアシスタ
ントの配置はインクルーシブの視点においてかな
り有効である。一方、支援が必要な児童生徒数に
対してスクールアシスタントの人員配置が不十分
であり、個別の支援が行き届いていないことが大
きな課題である。

2 学校教育課

63
教職員の専門性向
上

すべての教職員が、障害のある児童生
徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた
指導や支援が行えるよう小・中学校の
管理職、特別支援学級や通常学級の担
任、通級指導教室（注１）の担当、特
別支援コーディネーター、特別支援教
育支援員を対象とした研修会を実施し
ます。
（注１）大部分の授業を小中学校、高
等学校の通常の学級で受けながら、一
部、障害に応じた特別な指導を受ける
ものです。

実施 学校教育課 研修の実施 実施 実施

小・中学校の管理職、特別支援学級や
通常学級の担任、通級指導教室担当、
特別支援コーディネーター、スクール
アシスタント（児童生徒支援）を対象
とした研修会を実施した。

〇 〇

安城市教育委員会研修事業の中に、特別な支援を
必要とする児童生徒についての研修を位置づけ、
各校関係職員や希望者に研修会を複数回実施し
た。また、教育センター開設講座や安城市指定研
究班、自主研究グループ等において、特別支援に
かかわる研修・研究を継続して行った。教職員
の、特別支援教育や個への支援への理解が深まっ
ており、特別な支援を要する児童生徒に積極的に
かかわる教職員の数も増えている。一方で、特別
支援学級に在籍したり、通級指導教室に通室した
りする児童生徒数は急増しており、さらなる担当
職員の増加、研修の充実が課題となっている。

3 学校教育課

64
インクルーシブ教
育・保育

幼稚園、保育園、認定こども園におい
ては、障害のある園児の教育・保育の
ニーズを受け止め、障害のある園児と
ない園児が、一緒に生活する中で共に
育ちあう教育・保育を推進します。

実施 保育課
インクルーシブ
教育・保育

実施 実施

市内保育園、認定こども園の公立園・
事業団園27園と民間園19園の合わせて
46園にて受け入れをした。インクルー
シブ保育について、市内の保育園・こ
ども園・幼稚園・認可外施設の職員を
対象に学ぶ機会を持った。

〇 〇

障害児保育促進事業の拡充により、２歳児以上の
加配が必要と思われるお子さんを対象として補助
金を交付したことで、民間園での障害のある園児
の受け入れが増加した。公立園でも、R1に326人
から、R7には378人と受け入れ人数が増加してい
る。受け入れ体制のさらなる充実や職員の専門性
の向上が課題である。

2 保育課

４－
３

インク
ルーシブ
教育の推

進
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１歳６か月児健
康診査、３歳児
健康診査等の支
援業務の実施

実施 実施

こどもの発達や親子の関わり方などを
保護者に伝えるとともに、参加する保
護者の支援のため関係機関と連携し、
スムーズな教室参加や療育へつなげら
れるよう努めた。

〇

親子教室の実施回数は新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、未実施となった時期を除き、安
定して教室を開催することができた。一方中断や
フォロー困難例も一定数あったが、目的共有や定
期的なカンファレンス、フォロー電話等により発
達支援への導線強化を図った。

3
こども発達
支援課

乳幼児健診未受
診対策

実施 実施

乳幼児健康診査時に成長や発達の遅
れ、疾病の有無を確認した。
健診未受診の児の家庭に対しては、手
紙、電話、訪問等で受診勧奨を実施し
た。
受診できない場合は、就園先や訪問に
て児の発育・発達状況などを確認し
た。

〇

乳幼児健診は97％以上の受診率があり、受診者に
は異常の早期発見に努め、紹介書が出たが病院未
受診者へは勧奨を行った。また保護者支援も行い
つつ、継続支援が必要な児を関係機関につなげ
た。
健診未受診者の児を確認するため、こども課や
園、民生委員の関係機関と連携し、児の成長と家
庭状況の把握を行い、未受診者の85％以上は健康
推進課にて把握することができた。（最終的には
こども課へ報告）

3 健康推進課

発達相談の実施 実施 実施
発達に心配のあるこどもを持つ保護者
に対し、専門職が関係機関と連携を図
りながら相談支援を行った。

〇

継続して、発達に心配や遅れのある子どもについ
て悩みや不安を抱えた家族の相談に応じ、専門的
なアドバイスや支援を行った。今後、増加する相
談件数に対応する必要がある。

3
こども発達
支援課

相談・保健指
導・訪問指導の
実施

実施 実施

１歳６か月、３歳児健康診査におい
て、発達フォローが必要と判断された
幼児に対し、臨床心理士による発達心
理相談を実施した。
このほか、各種相談や訪問等により、
切れ目のない相談、支援を実施した。

〇

発達に遅れがあるなどの不安がある場合、発達心
理相談で、専門的な助言を得られるように調整
し、また、必要な親子には、こども発達支援課へ
スムーズにつながるよう支援ができた。発達心理
相談は相談件数の増加に伴い、相談枠の確保が課
題である。

3 健康推進課

実施

子ども発達
支援課
健康推進課

〇

66
乳幼児の相談・訪
問の実施

乳幼児健康診査において発達に心配の
ある場合は、相談・訪問にて指導・支
援を行います。

実施
子ども発達
支援課
健康推進課

65

５－
１

障害の原
因となる
疾病の予

防

乳幼児健康診査等
の実施と健診後の
指導の実施

４ヵ月児健康診査、１歳６か月児健康
診査、３歳児健康診査の機会を通じ、
発達の遅れや疾病等の早期発見、早期
療育に繋げます。また、未受診者の把
握と受診率向上に努めます。

〇
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資料１－１

見込 実績

Ｒ7

令和7年度の成果・取組状況
令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標

第５次安城市障害者計画（主な施策・一部抜粋）

計画書記載内容 計画策定後の進捗管理

施策
評価 5年間の成果や課題

5年間
担当課評価
（1～7）

回答作成
担当課

施策
№

体系番号 体系名 取組名 取組内容 Ｒ１実績

担当課
※計画策定当時の
課名となります。

評価

「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

介護予防事業の
実施

実施 実施
高齢者の生活機能の低下を予防するた
め、介護予防事業等を実施した。

〇

短期集中型介護予防サービス、介護予防講座
（すっきり・しゃっきり健康教室等）を開催しま
した。そのほか、町内公民館等に体操講師等を派
遣し、筋力の維持向上のための体操や認知症予防
のための指導等を行いました。実施場所も増加傾
向があるため、町内の希望に合わせ実施できるよ
う支援します。

3 高齢福祉課

後期高齢者医療
健康診査実施率
国民健康保険特
定健康診査受診
率

後期46％
国保48％

(速報値)
後期44.8％
国保37.4％

国民健康保険では、広報あんじょう折
込チラシ等特定健康診査の周知、特定
健康診査未受診者に対し年2回受診勧奨
通知を送付、医療機関を介して特定健
診受診勧奨チラシを配布するなど、特
定健康診査等の普及啓発を実施でき
た。速報値では、令和7年度の目標値
48％には及ばない結果となっている
が、まだ全部の健診結果データが反映
されていないためと考えられる。
後期高齢者医療では、健診未受診者に
対する受診勧奨通知を送付したが、前
年度の受診率を下回り、指標も未達成
であった。取組内容を見直していく。

△

　国民健康保険では、平成２７年度から特定健康
診査未受診者に対し年に2、３回送付する受診勧
奨通知の他、様々な受診啓発を実施してきた。受
診率はコロナ禍前後に一時的に上下した後、横這
い気味である。受診勧奨のタイミングや、通知の
デザインなどを工夫し、今後も対象者に健診受診
を呼び掛けていきたい。
　後期高齢者医療では、R５年度より新たに健診
受診勧奨を開始した効果もあり、コロナ禍で低下
した受診率が順調に回復してきていたが、R7年度
は受診率が低下してしまった。現在の取組内容に
ついて見直しをするとともに、受診促進のための
新たな取組についても検討していく。

2 国保年金課

健康増進事業、
健康診査、保健
指導等の実施

実施 実施

特定健康診査、後期高齢者医療健康診
査、市民ドック、ヤング健診、市民検
診、肝炎ウイルス検診、がん検診、脳
ドック、歯周病検診、特定保健指導に
取り組み、健康づくり支援を実施。一
部の健診（検診）や特定保健指導未受
診者に対しては、文書や電話による受
診勧奨を実施した。

〇

各健診を受けやすくするため、がん検診の前年度
受診者にはがん検診票を自動発送することや、電
子申請など事務改善を行ってきた。特定保健指導
は電話にて教室への参加を促しているが、利用者
数が伸びておらず、効果的な取り組みが必要であ
る。

3 健康推進課

地域におけるサ
ロン・介護予防
活動の支援の実
施

実施 実施

地域におけるサロン・介護予防活動
（町内健康体操総教室）の支援を行っ
た。
　サロン会場数228箇所、町内健康体操
教室会場数67箇所

〇

継続的に地域におけるサロン・介護予防活動の支
援を行った。町内健康体操教室の未実施の会場
は、生活支援コーディネーターとともに働きかけ
を行い、少しずつ実施会場が増えている。

3
社会福祉協
議会

68
こころの健康づく
りの推進

社会的なストレス要因の増加に対応す
るため、こころの健康について知識の
普及や相談サービス等の情報を提供し
ます。

実施 健康推進課
こころの健康に
関する情報提供

実施 実施

まちかど講座、あんじょう健康大学で
こころの健康をテーマにした講座を実
施した。
市公式ウェブサイト内に「こころの健
康」ページを設け、相談窓口の情報等
を掲載した。

〇 〇

講座等を通じて継続してこころの健康についての
情報提供を実施できた。
市公式ウェブサイトやLINE,街頭啓発等を通じて
相談窓口等の情報提供を継続して実施できた。

3 健康推進課

５－
１

障害の原
因となる
疾病の予

防

67
成人の健康診査
と、高齢者の介護
予防事業の促進

生活習慣病やその他の疾病が進行して
障害となることを防ぎ、また健康づく
りを支援するため、特定健康診査の周
知と受診促進を図り、診査後には特定
保健指導等を実施します。
高齢者の生活機能の低下を予防するた
め、介護予防事業等を実施します。ま
た、後期高齢者医療健康診査の周知と
受診促進を働きかけます。
障害の原因となる疾病の予防に向け、
がん検診・脳ドックを実施し、受診率
の向上に努めます。

46.2%
44.9%

高齢福祉課
国保年金課
健康推進課
社会福祉協
議会

〇
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資料１－１

見込 実績

Ｒ7

令和7年度の成果・取組状況
令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標

第５次安城市障害者計画（主な施策・一部抜粋）

計画書記載内容 計画策定後の進捗管理

施策
評価 5年間の成果や課題

5年間
担当課評価
（1～7）

回答作成
担当課

施策
№

体系番号 体系名 取組名 取組内容 Ｒ１実績

担当課
※計画策定当時の
課名となります。

評価

「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

自立支援医療
（更生医療・育
成医療）の実施

実施 実施
自立支援医療（更生医療・育成医療）
を実施した。
更生医療222件、育成医療15件

〇 対象者に必要な助成を実施した。 3
障害福祉課
障害給付係

自立支援医療
（精神通院）の
実施

実施 実施

自立支援医療（精神通院）は、2,331人
に助成した。さらに、経済的な負担の
軽減のため自己負担上限額分について
も市で単独助成を行った。

〇
令和３年度からの５年間で11,083人に助成した。
受給者は年々増加傾向にあるため、今後も引き続
き助成を続けていく必要がある。

3 国保年金課

70 医療費の助成
障害のある人の医療費軽減のため、障
害の程度により、障害者医療として医
療費の助成を実施します。

実施 国保年金課
医療費助成の実
施

実施 実施

障害者医療費助成制度により、2,113人
に助成した。
精神障害者医療費助成制度により、
1,144人に入・通院の自己負担分、46人
に入院自己負担分の半額を助成した。
後期高齢者福祉医療費助成制度によ
り、2,468人に入・通院の自己負担分、
19人に入院自己負担分の半額を助成し
た。

〇 〇

令和３年度からの５年間で障害者医療費助成制度
は10,270人に、精神障害者医療費助成制度は
4,735人に入・通院の自己負担分、257人に入院自
己負担分の半額、後期高齢者福祉医療費助成制度
は12,211人に入・通院の自己負担分、80人に入院
自己負担分の半額を助成した。受給者は年々増加
傾向にあるため、今後も引き続き助成を続けてい
く必要がある。

3 国保年金課

71
障害者雇用促進の
ための情報発信

障害のある人が適性と能力に応じた仕
事に就くことができ、また、企業側の
受入れに対する理解を促すため、ハ
ローワーク等の関係機関と連携を図り
ながら、障害者雇用促進のための情報
発信、啓発活動に努めます。

実施 障害福祉課
障害者雇用に関
する情報発信

実施 実施
Ｄ＆Ｉ株式会社との連携協定により、
障害者の新しい雇用の創出に向け、セ
ミナーの開催や協議を実施した。

〇 〇
年2回障害のある人向けにセミナーを開催し、テ
レワークをする上で必要なスキルの紹介や選考の
案内を実施した。

2
障害福祉課
障害福祉係

72
職場における合理
的配慮の提供義務
等の周知

改正障害者雇用促進法、障害者差別解
消法等の趣旨を踏まえ、就労している
障害のある人への差別的取り扱いの禁
止や合理的配慮の提供義務について広
報・啓発に努めます。

実施 障害福祉課
合理的配慮の提
供義務等の周知

実施 実施

広報あんじょう、市公式ウェブサイト
で障害者差別解消法の趣旨や合理的配
慮の提供義務等の内容を掲載し、周知
を行った。

〇 〇

周知を行っているが、事業者による障害者差別に
ついて、市民から相談を受けることがあるため今
後も障害者差別解消法について周知していく必要
がある。

3
障害福祉課
障害福祉係

就労支援相談員
の設置

実施 実施
障害福祉課に就労支援相談員を配置
し、就労に関する相談に応じた。

〇 今後も専門的な知見から就労相談を継続する。 3
障害福祉課
障害福祉係

テレワークによ
り採用された障
害者数

1人/年 0人/年

・安城市の雇用にはつながらなかっ
た。
・雇用セミナーには連携自治体あわせ
て36名参加し、そのうち安城市１名が
株式会社第一興商の面接に進んだが、
採用に至らなかった。テレワークの障
害のある人の需要は依然として高いた
め、引き続き雇用セミナーを実施し、
雇用の促進に努める。

△

テレワークを希望する人数に対し、テレワーク雇
用の求人数が少ないため、雇用に結びつかないと
いう点が指摘された。少しでも障害のある人の一
般雇用を進めるため、今後は中小企業向けのセミ
ナーの実施を検討する必要がある。

3
障害福祉課
障害福祉係
障害給付係

農福連携の研究 実施 実施
愛知県より農福連携の推進に係る資料
の提供を受け、国の動向、マッチン
グ、取組事例等について研究した。

〇

農福連携の推進にあたっては、農業の繁忙期が収
穫期に集中するため、通年ではなく単発的な作業
受託にとどまるという課題がある。これらの課題
に対応するため、愛知県から提供された農福連携
推進資料等を活用し、国の動向、マッチング手
法、先進事例等について調査・研究を行い、ＪＡ
あいち中央と実現可能性について協議した。

3 農務課

起業・創業に関
する支援の実施

実施 実施
安城ビジネスコンシェルジュにおい
て、障害の有無に関わらず、起業・創
業支援を実施した。

〇
安城ビジネスコンシェルジュにおいて、障害の有
無に関わらず、起業・創業支援を実施した。

3 商工課

0人
障害福祉課
農務課
商工課

△

実施
障害福祉課
国保年金課

〇

６－
１

雇用・就
労の促進75 多様な就労の支援

多様な働き方を選択できるようテレ
ワークの普及や農福連携の取組を後押
しします。

69

５－
２

医療サー
ビスの推

進

自立支援医療の実
施

心身の障害の状態の軽減を図り、自立
した日常生活や社会生活を営むため、
必要な医療（更生医療、育成医療、精
神通院医療）費の助成を実施します。
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見込 実績

Ｒ7

令和7年度の成果・取組状況
令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標

第５次安城市障害者計画（主な施策・一部抜粋）

計画書記載内容 計画策定後の進捗管理

施策
評価 5年間の成果や課題

5年間
担当課評価
（1～7）

回答作成
担当課

施策
№

体系番号 体系名 取組名 取組内容 Ｒ１実績

担当課
※計画策定当時の
課名となります。

評価

「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

76
テレワーク導入支
援

テレワークに取り組む中小企業に対し
て、テレワーク導入費用の一部を助成
します。

未実施 商工課 助成制度の新設 － 未実施
職場環境整備支援事業補助金（ＷＥ
Ｂ、テレワーク対応）は制度廃止によ
り未実施。

－ －
令和3年度から令和6年度までの間で職場環境整備
支援事業補助金（ＷＥＢ、テレワーク対応）を7
件交付した。

7 商工課

77
市における障害者
雇用の推進

障害者雇用率を達成するよう、計画的
な採用を行います。また、短時間労働
等の雇用形態、職域の拡大等を検討
し、障害のある人が働きやすい職場と
なるための体制整備や各種取組みを行
います。

2.45% 人事課
市の障害者雇用
率

2.80% 2.82%

障害のある人のための就職説明会への
出展や障害特性に応じた業務の選定を
行うとともに、常勤または非常勤に限
らず幅広く募集・採用を行った結果、
法定雇用率を達成した。

〇 〇

障害特性に応じた業務の選定を継続的に行い、幅
広く募集・採用を行った結果、指標の見込を達成
することができた。令和8年7月には法定雇用率が
引上げされるため、さらなる雇用の拡大と定着に
向けた取組みが必要とされる。

3 人事課

関係団体と連
携、情報共有の
実施

実施 実施
広報あんじょうにおいて、愛知県障害
者職業訓練校の入校募集の周知啓発を
実施した。

〇
ハローワーク等、就労関連機関と連携のためにも
今後も周知啓発を継続する。

3
障害福祉課
障害福祉係

関係団体と連
携、情報共有の
実施

実施 実施
ハローワークと連携し、地域職業相談
室を運営した。

〇
ハローワークと連携し、地域職業相談室を運営し
た。

3 商工課

80
６－
３

福祉的就
労の支援

障害のある人が製
作した自主製品の
販売・購入拡大

障害者優先調達推進法に基づき、障害
のある人の製造した自主製品の購入、
役務等の委託を推進し、利用者の工賃
アップを支援します。
自主製品の紹介用一覧を自立支援協議
会の協力のもと作成し、広報・啓発活
動に努めます。

未作成 障害福祉課
自主製品の紹介
用一覧の作成

作成 実施
事業所販売製品一覧を作成し、市公式
ウェブサイトで公開するほか、市職員
にも広く啓発を実施した。

〇 〇
事業所販売製品一覧を作成し、職員向け掲示板に
より啓発を行って販売の機会を増加させた。今後
も販売の機会を増加させるよう検討する。

3
障害福祉課
障害福祉係

81
７－
１

啓発・広
報活動の
推進

障害のある人への
理解及び差別解消
の周知・啓発

広報あんじょうやウェブサイト、パン
フレット、ポスター、デジタルサイ
ネージ、社会福祉協議会機関紙等を通
じて、障害や障害のある人への理解を
促す啓発・広報活動を行います。
障害者週間の周知やヘルプマークなど
障害のある人に関するマーク等の普
及・啓発を図ります。
障害を理由とする差別の解消を推進す
るため、「障害者差別解消法」の周知
を行います。

383枚
障害福祉課
社会福祉協
議会

ヘルプマークの
配付

390枚 651枚
障害福祉課窓口、各福祉センター窓口
でヘルプマークの配布を行った。

〇 〇
ヘルプマークの配布数が多く在庫不足となること
があった。希望する人へ配布することができるよ
う十分な在庫を確保する必要がある。

2
障害福祉課
障害福祉係

82
７－
１

啓発・広
報活動の
推進

合理的配慮の提供
と周知・啓発

学校、公共施設、民間施設を問わず、
あらゆる場所や場面で合理的配慮の提
供の義務があることを周知します。

未実施 障害福祉課
啓発用ＰＶ新規
作成

― 実施

令和４年度に制作した「こころのバリ
アフリー」をテーマにした啓発動画の
放映や広報啓発（市図書館コラボ展
示、市公式YouTube、市公式ＬＩＮＥ、
新人職員の研修、町内会、福祉まつり
（市社協主催）、あんぷくフェスティ
バル、手話を交えたＨＡＮＤＳＩＧＮ
コンサート、自立支援協議会、安城七
夕まつり、まちかど講座）を行った。

〇 〇
広く障害者福祉の啓発のために活用できることが
分かった。今後も様々な場面で動画放映を行う。

3
障害福祉課
障害福祉係

交流保育の実施
回数

15回 １2回

感染症拡大防止のため、3回中止になっ
たが、保育園及びこども園で計１2回実
施し、サーキット遊びや体操を通して
関わりを深めた。

〇
感染症拡大防止のため、交流保育を中止すること
もあったが、概ね計画通り実施することができ
た。

3
こども発達
支援課

18回

子ども発達
支援課
保育課
学校教育課
社会福祉協
議会

〇83

７－
２

障害に関
する理解
の促進

幼少期からの交流
機会の創出

幼少期・学童期から福祉に対する理解
を深めるため、障害のある人との交流
や車いす体験等のハンディキャップ体
験、ボランティア体験等の充実に努め
ます。

実施
障害福祉課
商工課

〇78
６－
２

就労支
援・相談
体制の充
実

就労支援のネット
ワーク強化

障害のある人の一般就労を促進するた
め、特別支援学校、障害者職業能力開
発校、就労支援事業所、ハローワー
ク、商工会議所、障害者就業・生活支
援センター、あいち障害者雇用総合サ
ポートデスク、愛知障害者職業セン
ター等と連携して、総合的な支援を行
います。

６－
１

雇用・就
労の促進
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資料１－１

見込 実績

Ｒ7

令和7年度の成果・取組状況
令和7年度
担当課評価
（〇～-）

指標

第５次安城市障害者計画（主な施策・一部抜粋）

計画書記載内容 計画策定後の進捗管理

施策
評価 5年間の成果や課題

5年間
担当課評価
（1～7）

回答作成
担当課

施策
№

体系番号 体系名 取組名 取組内容 Ｒ１実績

担当課
※計画策定当時の
課名となります。

評価

「１：完了」「２：推進」「３：継続」「４：縮小」「５：未着手だが継続」「６：未着手で終了」「７：事業廃止」

交流保育の実施 実施 実施

障害のある児童（発達支援センター）
と園児の交流について８回実施。戸外
遊びや体操等を通して関わりを深め
た。
体験交流保育を16回実施。市内の保育
園やこども園への移行や交流保育につ
なげた。

〇

体験交流保育を経て、市内の保育園こども園へ移
行したり、交流保育で週に２日まで園に通うな
ど、障害のある子どもとの交流の機会を拡大する
ことができた。今後、園での受け入れ体制の整備
や、発達支援センターとの情報共有のさらなる強
化が課題である。

3 保育課

福祉体験教室等
の実施

実施 実施

社会福祉協議会が実施する福祉体験教
室等を広報し、実際に児童生徒が参加
した。
【令和7年度実績】
肢体車いす講座：2校136人
聴覚手話講座：2校113人
視覚点字講座：1校103人

〇

各小中学校へ「福祉学習応援します！」の冊子を
配布し、体験活動の内容や助成事業について広報
した。そのため、毎年、複数の小中学校が体験を
しており、実際に障害のある人との交流や体験を
通して、福祉への理解を深めた。

3 学校教育課

福祉学習実施校
助成の実施

実施 実施

市内小中学校の福祉学習実施校（16
校）に対し、助成金を支払った。ま
た、ボランティア団体等と共同で交流
や体験をメインとした福祉学習の機会
を提供した。
その他、小学校の総合学習の授業に１
年を通して関わり、学校と地域の交流
機会をコーディネートした。

〇
市内小中学校の福祉学習実施校に対し、交流や体
験をメインとした福祉学習プログラムの実施や助
成を行った。

3
社会福祉協
議会

84

市内障害福祉サー
ビス等事業者によ
る活動・行事を通
じた障害者理解の
促進支援

市内事業者の活動や行事等を通じた障
害者理解の促進を支援します。

実施 障害福祉課
市内事業者の活
動や行事の支援

実施 実施
あんぷくフェスティバルを市内事業者
とともに開催し、障害者理解の促進を
行った。

〇 〇

障害者のスポーツ体験や福祉事業所が作成した製
品等を販売し、来場者と障害のある人との交流の
場を作ることができた。アンフォーレ、ららぽー
となど今後も開催場所を検討していく必要があ
る。

3
障害福祉課
障害福祉係

市職員への研修
の実施

実施 実施

新規採用職員福祉・防災体験研修にて
動画の放映、パンフレットの配布を
行った。
職員向け掲示板に補助犬に対する理解
促進の内容、及び合理的配慮について
掲載した。
市保育士向けに手話に関する理解を深
める出前講座を行った。

〇
障害のある人への対応が不適切であったという市
民からのご意見が少なからずあるため、今後も継
続して職員への周知を行う。

3
障害福祉課
障害福祉係

取組の実施 実施 実施

１月１０日に専門職向け研修会を開
催、８５人の発達に関わる専門職が参
加し、発達が気になる子を持つ親への
支援について理解と知識を深めた。

〇
毎年研修テーマを変更し、当該分野に精通した講
師を依頼することで、有意義な研修会を実施する
ことができた。

3
こども発達
支援課

保育士への研修
の実施

実施 実施

障害児研修、加配保育者研修、障害児
等療育支援事業研修会、サルビア学園
体験研修、やまびこルーム体験研修を
実施した。

〇

年間の研修計画に基づき、継続的に実施してき
た。職員の障害理解や支援に関する知識の向上が
図られた。一方で、研修内容の実践への定着や職
員間の理解の差への対応が課題である。

3 保育課

教職員への研修
の実施

実施 実施
教職員を対象に「発達障害への理解と
対応」についての研修会を実施した。

〇

安城市教育の重点目標に「個への支援」を掲げ、
教員研修に取り組んだ。特別支援学級や通常学級
における特性のある子どもたちへの理解を深め、
一人一人の特性に合わせた支援につながった。

3 学校教育課

〇

18回

子ども発達
支援課
保育課
学校教育課
社会福祉協
議会

〇

85
市職員、教職員の
理解促進

市職員、市内小中学校の教職員や保育
士を対象に福祉研修や人権研修等を実
施し、障害の特性や障害のある人、子
どもについての理解と知識を深めま
す。

実施
実施
実施

障害福祉課
子ども発達
支援課
保育課
学校教育課

83

７－
２

障害に関
する理解
の促進

幼少期からの交流
機会の創出

幼少期・学童期から福祉に対する理解
を深めるため、障害のある人との交流
や車いす体験等のハンディキャップ体
験、ボランティア体験等の充実に努め
ます。
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